
決算書掲載頁　81

内
訳

業務の円滑な運営を行い、組織の活性化を図る。

引き続き職員（非常勤嘱託員・アルバイト職員含む）の採用、昇任、異動、退職等の業務を適切に行う。
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職員（非常勤嘱託員・アルバイト職員含む）の採用、昇任、異動、退職等の業務を適
切に実施することで、業務の円滑な運営を図るとともに、組織の活性化を図ったた
め。A

業務の円滑な運営を行い、組織の活性化を
図るため、職員（非常勤嘱託員・アルバイト職
員含む）の採用、昇任、異動、退職等の業務
を適切に実施した。
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職員（非常勤嘱託員・アルバイト職員含む）の採用、昇任、異動、退職等の業務を適切に行う。
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業務内容に応じ、嘱託・アルバイトの活用を行うことにより、効率的な行財政運営を図る。
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嘱託・アルバイト約８００人

今後とも業務内容に応じた嘱託、アルバイトの任用を適切に行う。
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事業：人事管理事業                         

平成２５年度においては、前年度に引き続き、職員の勤務条件の維持向上、研修及び福利厚生の充実を図ると

ともに、職員の意向を把握する自己申告制度の活用や職務経験などを考慮した適材適所の職員配置を行った。ま

た、平成２４年度に引き続き、全職員を対象に人事評価を実施し、人材育成や昇任試験等に活用することで、職

員のやる気を高め、能力を発揮させるよう努めたほか、課長級以上の職員を対象に人事評価の結果を勤勉手当に

反映できるよう制度を改め、実績を上げ、能力を発揮した職員の努力に報い、さらなるやる気を喚起するように

努めた。 

また、服務規律及び綱紀を厳正に保持するよう通達・指導を行うなど、適正な人事管理の運営に努めた。 

 

 

 

細事業：嘱託・アルバイト任用事業                  

平成２５年度においては、前年度に引き続き、事務事業の執行上、高度な知識、経験及び特別な資格などを必

要とする業務や、正職員でなくても対応可能な業務については、アウトソーシング等指針に基づき、非常勤嘱託

員や臨時的任用職員（アルバイト職員）の活用を推進することにより、定員（職員数）の適正化に努めた。 

職員が産前・産後休暇の取得や育児休業の請求、あるいは疾病による休職を命ぜられるなどの理由により長期

の不在となった際に、不在職員の業務を他の職員で補いながら、正職員でなくても担えるものについては臨時的

任用職員（アルバイト職員）を活用することにより、業務を円滑に進めるよう努めた。 

また、他の所属において生じた突発的な事務への対応や、時間外勤務の多い職員の健康管理の観点から、ワー

クシェアリングとして、上記と同様に正職員でなくても担える事務については臨時的任用職員を任用することに

より、正職員の時間外勤務の抑制・減少に努めた。 

 

＜人事課予算による臨時的任用職員の任用件数等＞ 

 長期の不在による任用 ワークシェアリング 

対象職員（事案）数 16 6 

任用者数 23 10 

 

 

 

 


